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(6)土地開発公社が、新規業務のうち市街地開発事業の用に供する土地の処分を行
うにあたっては、当該土地について市街地開発事業に関する都市計画が定められ
た後に当該土地を処分するよう指導すること。

公有地の拡大の推進に関する法律に関する覚書

［
昭和47年2月21日 47農地B第257号 l

自治画第11号 j 

公有地の拡大の推進に関する法律案の国会提出に際し、下記のとおり了解する。

記

農林大臣官房長中野和仁
自治大臣官房長皆/II 迪夫

1 公有地の拡大に関する法律案（以下「法」という。）第1条の「公有地の拡大の
計画的な推進」とは、公有地の拡大が都市計画法、農業振興地域の整備に関する法
律等により定められる土地の利用区分と土地利用計画に沿って計画的に進められる
べきものであることを意味するものとする。

2 法第1条の「地域の秩序ある整備」には、法第3条第 1項の「農林漁業との健全

な調和を図りつつ、良好な都市環境の計画的な整備を促進する」ことが含まれるも
のとする。

3 法第2条第4 号の「政令で定める法人」は、地方道路公社、地方住宅供給公社及
び日本住宅公団に限られるものとする。

4 法第4条第1項第4号に規定する「土地」には、耕作目的で譲渡される農地を含
まないものとし、同条第2項第8号の政令でその旨規定するものとする。

5 法第9条第1項の「代替地」には、農地としての代替地は含まれないものとし、
自治省は地方公共団体等にその旨指導するものとする。

6 自治省は、法第3条の規定により設立される土地開発公社による土地の取得、管
理及び処分については、農林漁業との健全な調和を図ることに十分配慮し、農業上

の土地利用計画を尊重して行なうよう地方公共団体等を指導をするものとする。
7 法第10条第3 号の「公営企業」とは、公営企業金融公庫法第2条第1号に規定す

る「公営企業」をいうものとし、土地開発公社が農村地域工業導入促進法第2条に
規定する「農村地域」において公営企業たる工業用地の造成事業の用に供する土地
を取得しようとする場合には、原則として同法第5条第2項第1 号に規定する「エ
業導入地区」または「工業導入地区となることが確実と認められる地区」の区域内
において行なうものとする。

公有地の拡大
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の推進に関する法律の一部を改正する法律案に関す る覚書 1961
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8 法第10条第3号の「政令で定める土地」
財の保護に必要な土地およびこ
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は、環境保全の用に供される土地、文化
る。＾

れらに準ずる公益性を有す土地に限られるものとす
9 自治省は、土地開発公団に関し、i

る。
欠のとおり地方公共団体等を指導するものとす

(1) 土地開発公社は耕作目的での土地の取＇口
(2) 法第17条の「土地の取得、管理及び処分

毎、管理及び処分は行なわないこと。
に関する業務」に含まれる代替地には農地としての代替地を含まないこと。

(3)転用目的で取得した農地は、原則とし
(4)土地開発公社は

て次の収穫期までに非農地化すること。、原則として保安林
（予定地を含む。）

（予定森林を含む）
に係る土地の取得を行なわないものと

。 および保安施設地区
これらの土地を取得すること

し、公益上の理由によりにつき止むを得ない事情があるときは、あらかじめ森林法に規定する監督行政庁に協議すること。10 自治省は、この法律に基づく政令の制定また
あらかじめ、農林省と十分調整を図るものとする。

は改廃の立案をしようとするときは、

公有地の拡大の推進に
法律案に関する覚書

関する法律の一部を改正する

63構改C第124号
自治政 第 27号

公有地の拡大の推進に関する法律の一
のとおり了解する。

部を改正する法律案の国会提出に際し、下記
昭和63年3月7日

農林水産省構造改善局長
林 野 庁 次 長
自治大臣官房総務審議官

記
1. 昭和47年2月21日付け及び昭和47年7

を有するものであること。
月12日付けの両省覚書は、従来どおり効力

2. 

、土地開発公社かノー
(1) 改正後の法第17条第1号二の業務のうち

の用に供する土地の取得等についても 1の覚書の適用がの取得は以下の範囲とするよう、通達によ

吋う市街地開発事業
あるものとし、当該土地

① 市街化区域及び市街化調整区域の区域区分
り地方公共団体等を指導すること。

のある都市計画区域にあ っ ては、

※一部無効部分あり




